
ディスクサイズが50ミ
リメートル超75ミリ
メートル以下であって
ディスク枚数が２枚又
は３枚のもの

5000回毎分以
下

Ｇ Ｅ＝exp（2•98× ln
（Ｎ）－31•5）

5000回毎分超
6000回毎分以
下

Ｈ Ｅ＝exp（2•98× ln
（Ｎ）－32•2）

6000回毎分超 Ｉ Ｅ＝exp（4•58× ln
（Ｎ）－46•8）

ディスクサイズが50ミ
リメートル超75ミリ
メートル以下であって
ディスク枚数が４枚以
上のもの

Ｊ Ｅ＝exp（2•98× ln
（Ｎ）－31•9）

ディスクサイズが40ミ
リメートル超50ミリ
メートル以下であって
ディスク枚数が１枚の
もの

Ｋ Ｅ＝exp（2•98× ln
（Ｎ）－30•2）

ディスクサイズが40ミ
リメートル超50ミリ
メートル以下であって
ディスク枚数が２枚以
上のもの

Ｌ Ｅ＝exp（2•98× ln
（Ｎ）－30•9）

サブシステム メインフ
レ ー ム
サーバ用
のもの

Ｍ Ｅ＝exp（1•85× ln
（Ｎ）－18•8）

区分名が
Ｍ以外の
もの

Ｎ Ｅ＝exp（1•56× ln
（Ｎ）－17•7）

別 表 中 第 一 号 の 補 助 金 等 の 名 称 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

ア ス ベ ス ト 代 替 化 対 策 事 業 費 補 助 金

ア セ ア ン 産 業 構 造 高 度 化 事 業 費 補 助 金

エ ネ ル ギ ー 使 用 合 理 化 事 業 者 支 援 補 助 金 （ そ の 他 法 人 分 に 限 る 。 ）
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備考１ 「メインフレームサーバ」とは、専用ＣＩＳＣ（ビット数の異なる複数の命令を実行でき

るように設計されたＣＰＵのうち、電子計算機毎に専用に設計されたものをいう。）が搭載さ

れたサーバ型電子計算機（ネットワークを介してサービス等を提供するために設計された電

子計算機をいう。）をいう。

２ Ｅ及びＮは次の数値を表すものとする。

Ｅ：基準エネルギー消費効率

Ｎ：回転数（単位 回毎分）

３ lnは底をｅとする対数を表す。

２ 表示事項等

２`１ 表示事項

１]の磁気ディスク装置のエネルギー消費効率に関し、製造事業者等は、次の事項を表示する

こと。

イ 品名及び形名

ロ 区分名

ハ エネルギー消費効率

ニ 製造事業者等の氏名又は名称

ホ エネルギー消費効率とは、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号。
以下「省エネルギー法」という。）で定める測定方法により測定した消費電力を省エネルギー法
で定める記憶容量で除したものである旨

２`２ 遵守事項
\ ２`１に掲げるエネルギー消費効率は、エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則（昭
和54年通商産業省令第74号）別表第５下欄に掲げる数値を有効数字２桁以上で表示すること。

] ２`１に掲げる表示事項の表示は、性能に関する表示のあるカタログ及び機器の選定にあた
り製造事業者等により提示される資料の見やすい箇所に容易に消えない方法で記載して行うこ
と。

３ エネルギー消費効率の測定方法
エネルギー消費効率は、次に掲げる方法により測定した消費電力をワット単位で表した数値を、
記憶容量をギガバイト単位で表した数値で除した数値とする。ただし、実測が困難な場合には計算
式によって算出することを認める。
\ 周囲温度は16℃～32℃とすること。
] 電源電圧は定格入力電圧±10％の範囲とすること。ただし、100ボルトの定格入力電圧を有す
るものについては、100ボルト±10％の範囲とすること。

^ 電源周波数は、定格周波数とすること。
_ 単体ディスクについては、内蔵する制御装置、バッファ用のキャッシュメモリ及びディスクド
ライブの範囲で測定する。

` サブシステムについては、制御装置、バッファ用のキャッシュメモリ、磁気ディスク装置を動
作させるために必要な電源及び制御装置に接続可能な最大数のディスクドライブ及び最大数の入
出力用信号伝送路の範囲で測定する。

a 電源を入力し、ディスクが回転している状態で、直ちにデータの書き込み及び読み取りをする
ことが可能な状態で測定する。
附 則

１ この告示は、平成22年４月１日から施行する。
２ この告示の２の規定により行うべき表示事項等は、平成23年３月31日までは、なお従前の例によ
ることができる。

〇 経 済 産 業 省 告 示 第 七 十 六 号

発 電 用 施 設 周 辺 地 域 整 備 法 （ 昭 和 四 十 九 年 法 律 第 七 十 八 号 ） 第 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の よ

う に 地 点 を 指 定 し た の で 、 告 示 す る 。

平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 経 済 産 業 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 赤 松 広 隆

１ 青 森 県 中 津 軽 郡 西 目 屋 村 大 字 居 森 平 字 寒 沢

２ 岩 手 県 奥 州 市 胆 沢 区 若 柳 地 先

３ 群 馬 県 沼 田 市 上 久 屋 町

４ 鳥 取 県 鳥 取 市 国 府 町 殿

〇 経 済 産 業 省 告 示 第 七 十 七 号

補 助 金 等 に 係 る 予 算 の 執 行 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 昭 和 三 十 年 政 令 第 二 百 五 十 五 号 ） 第 十 四

条 第 一 項 第 二 号 の 規 定 に 基 づ き 、 昭 和 五 十 三 年 通 商 産 業 省 告 示 第 三 百 六 十 号 （ 補 助 事 業 等 に よ り 取 得

し 、 又 は 効 用 の 増 加 し た 財 産 の 処 分 制 限 期 間 を 定 め る 件 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し た の で 告 示 す る 。

平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 経 済 産 業 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 赤 松 広 隆
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